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はじめに 

 

少子高齢化が進み、生産年齢人口が減少しているなか、労働力の確保が経済成長の大きな課題

となっている。そのため、労働力としての女性に注目が高まっており、出産・子育て等による離

職者の減少とともに、指導的地位に占める女性の割合の増加を図り、十分に活躍できるようにす

ることが成長戦略などでも掲げられている。 

このような背景を踏まえ、帝国データバンクは、女性登用に対する企業の見解について調査を

実施した。なお、本調査は、TDB 景気動向調査 2013 年 7月調査とともに行った。 

 

※調査期間は 2013 年 7月 19日～7月 31日、調査対象は全国 2万 3,226社で、有効回答企業数は

1万 395社（回答率 44.8％）。 

※本調査における詳細データは、景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com/visitors/）に掲

載している。 
 
 
 

調査結果（要旨） 
 

1.女性の従業員割合が「30％未満」の企業は 66.3％。一方、管理職で女性が占める割合は「10％

未満」が 8割を超える。 

 

2.過去 5年間で、女性管理職割合が増えた企業は 16.8％。今後、企業の 22.0％が自社の女性管理

職が増えると見込んでいる。 

 

3.企業の活力向上のための行動指針（ポジティブ・アクション）について、企業の 4 割超が「意

欲と能力のある女性を積極的に採用や登用」している。さらに、「女性用のトイレ・休憩室・更

衣室などの設備の充実」（39.7％）、「性別に関係なく、能力主義的な人事管理の徹底や人事考課

基準の制度化」（38.9％）を行っている企業も多い。 

 

4.従業員の仕事と子育ての両立を図るための計画（一般事業主行動計画）を策定し、認定をうけ

ている企業は 6.0％にとどまる。 

 

 

特別企画 ： 女性登用に対する企業の意識調査 

女性管理職割合、企業の約 8割が「10％未満」 
～ 企業の約 2 割が、今後女性管理職の増加を見込む ～ 
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1. 女性従業員割合、「30％未満」の企業が全体の 66.3％ 

 

自社の従業員に占める女性の割合を尋ねたところ、「10％以上 30％未満」と回答した企業は 1

万 395社中 4,455 社、構成比 42.9％で最多となった。さらに、「10％未満」が 20.9％、「30％以上

50％未満」が 19.2％で続いた。「0％（全員男性）」（2.5％）を合わせると、女性従業員割合が「30％

未満」の企業が 66.3％となった。 

女性従業員割合を規模別にみると、「30％未満」は「中小企業」が 64.5％に対して、「大企業」

が 72.3％となっており、従業員の女性割合は大企業の方が低いことが明らかとなった。ただし、

「0％（全員男性）」は中小企業の方が多かった。 

また、「30％未満」を業界別にみると、『建設』（91.7％）と『運輸・倉庫』（82.2％）が突出し

て高い。他方、「50％以上」（「100％（全員女性）」、「70％以上」、「50％以上 70％未満」の合計）で

は、『小売』（39.8％）は 4割近くに達しており、各業界の特性が顕著に現れる結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 女性管理職割合、企業の 8 割超が「10％未満」 

 

自社の管理職（課長相当職以上）に占める女性の割合を尋ねたところ、「0％（全員男性）」が

47.6％で最多となった。さらに、「5％未満」（23.9％）、「5％以上 10％未満」（9.6％）が続き、こ

れらを合わせると、女性管理職が「10％未満」の企業は 81.1％にのぼった。 

特に、「10％未満」を規模別にみると、「中小企業」が 78.8％だったのに対して、「大企業」が

88.7％と10ポイント近く高く、大企業における女性登用の割合が低い結果となった。ただし、「0％

（全員男性）」では「中小企業」のほうが多かった（「大企業」40.2％、「中小企業」49.9％）。 

業界別では、『農・林・水産』が 97.3％で最も高く、『運輸・倉庫』（88.7％）、『建設』（85.8％）、

『製造』（85.3％）が続いた。企業の約 4割で女性従業員割合が半数を超えていた『小売』におい

ても、女性管理職割合が「10％未満」の企業は 67.8％と 3社に 2社にのぼっている。 

女性従業員割合 
（構成比％、カッコ内社数）

10％以上
30％未満

10％未満
0％（全員男

性）

全体 13.2 (1,373) 0.2 (25) 4.1 (430) 8.8 (918) 19.2 (1,996) 66.3 (6,896) 42.9 (4,455) 20.9 (2,176) 2.5 (265) 1.3 (130) 100.0 (10,395)

大企業 8.7 (211) 0.0 (0) 2.9 (71) 5.8 (140) 16.9 (410) 72.3 (1,750) 47.0 (1,138) 24.5 (594) 0.7 (18) 2.0 (49) 100.0 (2,420)

中小企業 14.6 (1,162) 0.3 (25) 4.5 (359) 9.8 (778) 19.9 (1,586) 64.5 (5,146) 41.6 (3,317) 19.8 (1,582) 3.1 (247) 1.0 (81) 100.0 (7,975)

うち小規模 17.7 (419) 0.8 (18) 5.7 (136) 11.2 (265) 18.4 (436) 62.0 (1,472) 34.1 (809) 20.3 (482) 7.6 (181) 1.9 (46) 100.0 (2,373)

農・林・水産 16.2 (6) 0.0 (0) 8.1 (3) 8.1 (3) 40.5 (15) 43.2 (16) 35.1 (13) 8.1 (3) 0.0 (0) 0.0 (0) 100.0 (37)

金融 14.3 (18) 0.0 (0) 6.3 (8) 7.9 (10) 36.5 (46) 38.1 (48) 24.6 (31) 7.9 (10) 5.6 (7) 11.1 (14) 100.0 (126)

建設 2.0 (28) 0.0 (0) 0.3 (4) 1.7 (24) 5.4 (74) 91.7 (1,263) 43.2 (595) 44.7 (615) 3.8 (53) 0.9 (12) 100.0 (1,377)

不動産 12.6 (32) 0.8 (2) 3.2 (8) 8.7 (22) 25.3 (64) 58.9 (149) 40.3 (102) 9.9 (25) 8.7 (22) 3.2 (8) 100.0 (253)

製造 14.9 (464) 0.2 (5) 4.4 (136) 10.4 (323) 18.6 (579) 65.5 (2,037) 43.5 (1,353) 20.8 (646) 1.2 (38) 0.9 (29) 100.0 (3,109)

卸売 12.0 (374) 0.2 (7) 2.9 (90) 8.9 (277) 25.4 (792) 61.4 (1,912) 48.0 (1,496) 11.0 (344) 2.3 (72) 1.2 (38) 100.0 (3,116)

小売 39.8 (173) 0.7 (3) 18.6 (81) 20.5 (89) 16.3 (71) 42.5 (185) 29.9 (130) 11.7 (51) 0.9 (4) 1.4 (6) 100.0 (435)

運輸・倉庫 5.2 (23) 0.2 (1) 1.1 (5) 3.8 (17) 12.2 (54) 82.2 (364) 31.6 (140) 47.9 (212) 2.7 (12) 0.5 (2) 100.0 (443)

サービス 16.7 (245) 0.4 (6) 6.3 (92) 10.0 (147) 20.0 (293) 61.9 (907) 40.2 (589) 17.9 (262) 3.8 (56) 1.4 (21) 100.0 (1,466)

その他 30.3 (10) 3.0 (1) 9.1 (3) 18.2 (6) 24.2 (8) 45.5 (15) 18.2 (6) 24.2 (8) 3.0 (1) 0.0 (0) 100.0 (33)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は有効回答企業1万395社

30％以上
50％未満

分からない 合計50％以上 100％（全員
女性）

70％以上
50％以上
70％未満

30％未満



2013/8/14 

特別企画: 女性登用に対する企業の意識調査 

  

 3 ©TEIKOKU DATABANK, LTD.  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ すべては能力を出してくれるかにかかっている。女性従業員／女性管理職の活用も、労務管理の固定概念にこだわら
ず、実効的に、按配よく運用するように心がけている（産業用機器卸売、兵庫県）

・ 管理職は0人だが取締役の60％は女性。中小企業だと管理職で育児休暇を取られた場合補充ができない、もしくは復
帰後のポストを空けるのに既存の者の降格が必要になり現実的には難しい。労働市場が流動化すれば可能だが、雇
用の不安定性にもつながりどちらが良いとはいえない（清酒製造、兵庫県）

・ 管理職採用を積極的に導入している。ただし、男性社員の見る目が統一できておらず、受け入れ教育を進める（無線
通信機器製造、栃木県）

・ 基本的に女性、男性といった考え方は一切なく、適した人材が適した部内へ配属され処遇されている（各種商品小
売、茨城県）

・ 結婚を機に退職する女子社員が多く、社員教育のための投資が無駄になるケースを幾度となく経験したため、定着
率が高い男性社員の登用が優先されがちになっている（医療用機械器具卸売、千葉県）

・ 業界的に難しい面はあるものの、発想の転換も含め、視野をこれまで以上に広げ女性にとって活躍の場を広げる企業
努力が必要。また、管理職登用に向けた具体的なキャリアパスづくりも必要と考える（一般貨物自動車運送、東京都）

・ 女性がどのように働きたいのかを確認し、それに沿った方向で女性のパワーを活用すべき。一律に方向付けをすること
は、雇用主・勤労女性の双方にとって不幸な事態となる（自動車部分品製造、埼玉県）

・ 女性従業員、管理職などへの積極登用は当社の基本方針の一角となっている。性別に関係なく優秀な人を管理職
にしていく（配管工事附属品製造、宮城県）

・ 女性従業員を登用したいが、株主の反対で不可能な状況（化学製品卸売、東京都）

・ 登用の必要性は感じるが、トラブルの解決法が複雑になり、方策が見当たらない（機械同部品製造修理、岡山県）

・ 当社の扱っている製品は主に女性が対象なので、売る方も女性目線を大切にし、これからさらに女性登用（管理職含
め）を積極的に図っていきたい（家庭用電気機器卸売、東京都）

・ 女性社員の定着率は男性と比べて低く、女性の管理職誕生は悲願でもあるので、重要課題として取り組んでいく（ソフ
ト受託開発、東京都）

・ 管理職となると業務がきつくなる部署で働いている女性の場合、能力があっても管理職登用を拒否している事例が増
えている（損害保険、東京都）

・ 零細企業では、「育児休暇」をとる人を「登用し活用する」のは現実的に難しい（製缶板金業、兵庫県）

企業の意見（女性の管理職登用について）

女性管理職割合 
（構成比％、カッコ内社数）

5％以上10％
未満

5％未満
0％

（全員男性）

全体 0.2 (22) 0.5 (55) 1.9 (195) 3.0 (313) 4.1 (429) 7.1 (737) 81.1 (8,433) 9.6 (1,001) 23.9 (2,481) 47.6 (4,951) 2.0 (211) 100.0 (10,395)

大企業 0.1 (2) 0.3 (7) 0.6 (15) 1.2 (30) 2.2 (54) 4.3 (105) 88.7 (2,147) 10.6 (256) 37.9 (918) 40.2 (973) 2.5 (60) 100.0 (2,420)

中小企業 0.3 (20) 0.6 (48) 2.3 (180) 3.5 (283) 4.7 (375) 7.9 (632) 78.8 (6,286) 9.3 (745) 19.6 (1,563) 49.9 (3,978) 1.9 (151) 100.0 (7,975)

うち小規模 0.5 (13) 1.0 (24) 4.2 (100) 5.3 (126) 6.1 (145) 7.5 (178) 71.6 (1,699) 8.0 (190) 12.4 (294) 51.2 (1,215) 3.7 (88) 100.0 (2,373)

農・林・水産 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 2.7 (1) 0.0 (0) 0.0 (0) 97.3 (36) 18.9 (7) 32.4 (12) 45.9 (17) 0.0 (0) 100.0 (37)

金融 0.0 (0) 0.8 (1) 2.4 (3) 3.2 (4) 1.6 (2) 11.1 (14) 69.8 (88) 10.3 (13) 21.4 (27) 38.1 (48) 11.1 (14) 100.0 (126)

建設 0.2 (3) 0.0 (0) 0.7 (10) 1.5 (21) 3.8 (52) 6.2 (85) 85.8 (1,182) 8.9 (122) 24.7 (340) 52.3 (720) 1.7 (24) 100.0 (1,377)

不動産 0.8 (2) 1.2 (3) 4.0 (10) 4.3 (11) 5.5 (14) 8.7 (22) 72.3 (183) 10.7 (27) 11.9 (30) 49.8 (126) 3.2 (8) 100.0 (253)

製造 0.1 (3) 0.3 (8) 1.3 (40) 2.1 (66) 3.2 (100) 6.4 (198) 85.3 (2,653) 9.0 (281) 25.0 (778) 51.3 (1,594) 1.3 (41) 100.0 (3,109)

卸売 0.2 (5) 0.4 (12) 1.8 (57) 3.4 (107) 4.6 (142) 6.8 (211) 80.4 (2,506) 9.7 (303) 22.0 (686) 48.7 (1,517) 2.4 (76) 100.0 (3,116)

小売 0.2 (1) 3.0 (13) 4.6 (20) 6.4 (28) 5.1 (22) 10.3 (45) 67.8 (295) 12.2 (53) 25.1 (109) 30.6 (133) 2.5 (11) 100.0 (435)

運輸・倉庫 0.0 (0) 0.0 (0) 1.4 (6) 2.0 (9) 2.0 (9) 5.0 (22) 88.7 (393) 8.6 (38) 29.3 (130) 50.8 (225) 0.9 (4) 100.0 (443)

サービス 0.5 (8) 1.2 (17) 3.3 (49) 4.4 (64) 5.8 (85) 9.5 (139) 73.1 (1,072) 10.6 (155) 25.0 (366) 37.6 (551) 2.2 (32) 100.0 (1,466)

その他 0.0 (0) 3.0 (1) 0.0 (0) 6.1 (2) 9.1 (3) 3.0 (1) 75.8 (25) 6.1 (2) 9.1 (3) 60.6 (20) 3.0 (1) 100.0 (33)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は有効回答企業1万395社

分からない 合計10％未満
100％

（全員女性）
70％以上

50％以上
70％未満

30％以上
50％未満

20％以上
30％未満

10％以上
20％未満



2013/8/14 

特別企画: 女性登用に対する企業の意識調査 

  

 4 ©TEIKOKU DATABANK, LTD.  

 

 

3. 女性管理職、過去 5 年間で増加した企業は 16.8％、今後増加を見込む企業が 22.0％ 

 

自社の女性管理職割合は 5 年前と比較してどのように変わったか尋ねたところ、割合が「増加

した」と回答した企業は 1万 395社中 1,748 社、構成比 16.8％にとどまった。逆に「減少した」

企業は 4.3％であった。しかしながら、「変わらない」とする企業が 72.1％と多数を占めており、

7割以上の企業は過去 5年間で女性の管理職登用に変化はなかった。 

他方、現在と比較して今後どのように変わると考えているか尋ねたところ、割合が「増加する」

と回答した企業は 22.0％となり、5社に 1社が女性管理職の割合が増えると見込んでいる。また、

「減少する」（1.0％）、「変わらない」（59.7％）は過去 5年間の結果と比較するといずれも減少し

ている。企業の約 6 割は、女性管理職の割合は変わらないとみているものの、女性の管理職登用

については、概ね拡大していくと考えている様子がうかがえる。 

今後「増加する」と考えている企業を規模別にみると、「大企業」が 29.2％と「中小企業」

（19.8％）より 9.4 ポイント高く、現在、女性の管理職登用があまり芳しくない大企業において

も、将来的に女性の管理職登用が進んでいくことが示唆される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性管理職割合の増減（5年前と現在、現在と今後） 

16.8%

22.0%

29.2%

19.8%

72.1%

59.7%

52.3%

61.9%

1.0%

0.9%

1.0%

17.4%

17.6%

17.3%

4.3%
6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増加した／
増加する

5年前と比較
して現在

現在と比較
して今後

変わらない
減少した／
減少する

分からない

（大企業）

（中小企業）

注：母数は有効回答企業1万395社
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4. ポジティブ・アクション、「意欲と能力のある女性を積極的に採用や登用」が 4 割超で最多 

 

企業の活力向上のため、職場内で男女を均等に扱う行動指針としてポジティブ・アクション1の

取り組みが必要とされている。そこで、現在の自社におけるポジティブ・アクションの取り組み

状況について尋ねたところ、「意欲と能力のある女性を積極的に採用や登用」が 1万395社中 4,475

社、構成比 43.0％（複数回答、以下同）で最多となった。さらに、「女性用のトイレ・休憩室・更

衣室などの設備の充実」（39.7％）、「性別に関係なく、能力主義的な人事管理の徹底や人事考課基

準の制度化」（38.9％）、「男女間の賃金格差解消に向けた賃金管理や雇用管理の改善」（30.3％）

が上位に挙げられ、いずれも 3割を超えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
1 ポジティブ・アクションとは、固定的な性別による役割分担意識や過去の経緯から、男女労働者の

間に事実上生じている差があるとき、それを解消しようと、企業が行う自主的かつ積極的な取り組み

を指す。単に女性というだけで女性を「優遇」するものではなく、これまでの慣行や固定的な性別の

役割分担意識などが原因で、女性が男性よりも能力を発揮しにくい環境におかれている場合に、こう

した状況を是正するためのもの。 

ポジティブ・アクションの取り組み状況（複数回答） 

構成比（％） 回答数（社）

1 意欲と能力のある女性を積極的に採用や登用 43.0 4,475

2
女性用のトイレ・休憩室・更衣室などの設備の
充実

39.7 4,132

3
性別に関係なく、能力主義的な人事管理の徹底
や人事考課基準の制度化

38.9 4,041

4
男女間の賃金格差解消に向けた賃金管理や雇
用管理の改善

30.3 3,147

5 仕事と家庭を両立させるための制度の充実 26.8 2,781

6
女性がいない部署や業務に、積極的に女性を
配置

18.2 1,896

7
女性従業員の意見や要望を聴く制度や相談窓
口の設置

16.0 1,659

8
男性管理職に対し、女性活用の重要性につい
ての啓発

14.2 1,479

9
全従業員に男女雇用機会均等に関する研修を
行い、従業員への意識改革

13.3 1,381

10
体力面での個人差を補う器具や設備などを設
置するなど、働きやすい職場環境づくり

12.9 1,338

注2：母数は有効回答企業1万395社

注1：以下、「女性の能力活用に関する担当者の設置など、推進体制の整備」
(10.4％、1,082社)、「女性管理職の登用目標を策定」(7.9％、826社)、「男性の
育児休暇取得率を向上」(6.9％、717社)、「その他」(3.2％、329社)
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5. 一般事業主行動計画への取り組み、計画を策定している企業は 6.0％にとどまる 

 

従業員の仕事と子育ての両立を図るために策定する計画（一般事業主行動計画2）について、自

社でどのように取り組んでいるか尋ねたところ、「制度を知らなかった」が 1万 395社中 2,429社、

構成比 23.4％で最多となった。企業の 4社に 1社は制度自体を認識しておらず、周知が進んでい

ないことが明らかとなった。また、「計画を策定する予定はない」（22.3％）も 2割を超えている。

他方、「計画を策定し、認定をうけている」企業は 6.0％であり、「現在、計画を策定している」

（5.0％）、「計画の策定を検討中」（16.9％）を合わせると企業の 27.9％は同計画への取り組みを

進めている。規模別では、「中小企業」よりも取り組みが進んでいる「大企業」でさえも 44.4％に

とどまる。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
2 一般事業主行動計画とは、次世代育成支援対策基本法に基づき、常時雇用する従業員が 101 人以上

の企業には、行動計画を策定し、一般への公表、従業員への周知、都道府県労働局への届出を行うこ

とが義務付けられている。また、常時雇用する従業員が 100 人以下の企業には、努力義務が課せられ

ている。一定の要件を満たした場合、都道府県労働局へ申請することによって、次世代法に基づく「子

育てサポート企業」として認定される（くるみんマークの認定）。認定された企業には、税制優遇制度

などがある。 

一般事業主行動計画への取り組み状況 
（構成比％、カッコ内社数）

計画を策定
し、認定をう

けている

現在、計画を
策定している

計画の策定
を検討中

計画を策定す
る予定はない

制度を知らな
かった

分からない 合計

全体 6.0 (620) 5.0 (520) 16.9 (1,759) 22.3 (2,314) 23.4 (2,429) 26.5 (2,753) 100.0 (10,395)

大企業 12.3 (297) 9.9 (239) 22.2 (538) 14.8 (358) 13.8 (333) 27.1 (655) 100.0 (2,420)

中小企業 4.1 (323) 3.5 (281) 15.3 (1,221) 24.5 (1,956) 26.3 (2,096) 26.3 (2,098) 100.0 (7,975)

うち小規模 1.1 (27) 1.3 (31) 11.2 (266) 25.6 (608) 27.4 (651) 33.3 (790) 100.0 (2,373)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す。母数は有効回答企業1万395社

・ まだまだ中小企業はすべてにおいて整備していかなければならない（一般貨物自動車運送、宮城県）

・ 課長以上の女性管理職は役員以外にはいないが、小集団のサブリーダーとしてのポジションには数10％おいてい
る。彼女たちの成長次第では管理職もあり得るが、結婚等による退社等のリスクは男性より高いと考える（食料品
製造、岐阜県）

・ 待遇面において制度上、性差は設けていない（弁・同附属品製造、東京都）

・ 仕事と家庭を両立させるために有給休暇の時間休を取り入れ、学校行事等に参加している（農業協同組合、石川
県）

・ 女性、男性にかかわらず、可能なかぎり本人の希望に沿って職種や配置を決めている（日用雑貨品卸売、愛知県）

・ 女性だけの店舗や女性だけの部署の立ち上げを検討中（不動産代理・仲介、福岡県）

・ 女性の育児休暇取得率向上と職場復帰支援（建設機械器具賃貸、埼玉県）

・ 昇格や役職登用においては意欲・能力・実績で審査しており、同期入社でも女性が選抜で最初に昇進するケースもあ
る（化粧品等製造、大阪府）

・ 性別による差は行っていないが、地域柄、結婚や出産にともない退職してしまうケースが多く、復職しても家庭の事情
により管理職を嫌う傾向が強い（ガソリンスタンド、山形県）

企業の意見（ポジティブ・アクションの取り組み状況について）
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まとめ 

 

1986 年に男女雇用機会均等法が施行されてから四半世紀以上が経過したが、日本企業の女性登

用は欧米と比較して低い状況が続いている。その背景として、結婚や出産・子育てにより離職す

る女性が多いことがしばしば指摘されるが、国際通貨基金（IMF）のレポート「ファイナンス＆デ

ィベロップメント」（2012 年 10月）では、女性の管理職が低い要因として、女性の低い労働参加

率のみならず、女性がキャリアコースの職につく意欲をそぐノンキャリアコースシステムの存在

を指摘している。例えば、多様な働き方への対応として勤務地・職種・勤務時間等を限定して就

業するコース別雇用管理制度は大企業ほど導入割合が高いことが挙げられる（厚生労働省「平成

22 年変化する賃金・雇用制度の下における男女間賃金格差に関する研究会報告書」）。安倍内閣に

よる「日本再興戦略」（成長戦略）では、雇用制度改革・人事力の強化の 1つとして、女性の活躍

推進を掲げ、指導的地位に占める女性割合の増加を図り、女性の役員や管理職への登用拡大に向

けた働きかけを行うことが明記された。 

そのようななか、課長職以上の女性管理職割合が 8 割を超える企業は「10％未満」となってお

り、現状では管理職への女性登用が進んでいないことが明らかとなった。しかし、少しずつでは

あるが、女性登用が進んでいることも確かであり、5 年前と比較して企業の約 17％で女性管理職

割合が高まり、今後は企業の約 22％が自社の女性管理職の増加を見込み、特に大企業ほど増加す

ると考えている。 

一方で、人員に余裕を持てない中小企業からは「男女の別なく能力のある従業員を求めている」

（酒類製造、福岡県）とあるように、有能な女性を求めている中小企業は多い。また、「育児休暇

の取得については、部署の協力が不可欠であるが、女性が多い職場ほど協力が得られにくい状況」

（建築工事、大阪府）や「待機児童の問題が大きい。結果的に１年半以上、会社から離れること

になり、技術革新の激しい当業界で復帰するのが大変ではないかと危惧している」（ソフト受託開

発、東京都）といった、従業員の意識や環境整備の不十分さが女性登用を阻害していることを指

摘する意見もある。企業が制度整備を行い、組織の活性化や女性の視点をいかすために積極的に

登用するだけでなく、政治や行政により女性が働きやすい労働環境や制度を整え、男性・女性従

業員の双方がともに働き方に対する意識改革を進めていくことなど、社会が一体となって解決策

を見出す必要がある。 
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

 （株）帝国データバンク  産業調査部 情報企画課  担当：窪田 

 TEL 03-5775-3163  e-mail keiki@mail.tdb.co.jp 

当リリース資料の詳細なデータは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com）をご参照下さい。 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 3,226 社、有効回答企業 1 万 395 社、回答率 44.8％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。報道目的以外の利用につきましては、著作権法

の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

532 1,145
612 1,766
663 624

3,405 319
552 777

10,395

（2）業界（10業界51業種）

37 78
126 38

1,377 25
253 9

飲食料品・飼料製造業 378 34
繊維・繊維製品・服飾品製造業 117 50
建材・家具、窯業・土石製品製造業 244 147
パルプ・紙・紙加工品製造業 113 50
出版・印刷 191 4
化学品製造業 408 443
鉄鋼・非鉄・鉱業 558 35
機械製造業 450 10
電気機械製造業 368 9
輸送用機械・器具製造業 106 113
精密機械、医療機械・器具製造業 84 36
その他製造業 92 54
飲食料品卸売業 395 17
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 211 143
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 381 125
紙類・文具・書籍卸売業 115 416
化学品卸売業 320 57
再生資源卸売業 33 206
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 336 98
機械・器具卸売業 962 23
その他の卸売業 363 124

33
10,395

（3）規模

2,420 23.3%

7,975 76.7%

(2,373) (22.8%)

10,395 100.0%

(306) (2.9%)

電気・ガス・水道・熱供給業

その他の小売業

飲食店

電気通信業

家電・情報機器小売業

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

（435）

サービス

（1,466）

運輸・倉庫

農・林・水産

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

（3,109）

卸売

（3,116）

金融

建設

不動産

製造

合  計

中小企業

大企業

その他サービス業

その他

合  計

（うち小規模企業）

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井） 九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

人材派遣・紹介業

広告関連業

リース・賃貸業

旅館・ホテル

娯楽サービス

専門サービス業

医療・福祉・保健衛生業

教育サービス業

放送業

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業


